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株主各位

証券コード 6654
2026年 4 月 ７ 日

株 主 各 位 電子提供措置の開始日
2026年 4 月 １ 日

京都市中京区御池通富小路西入る東八幡町585番地

代表取締役社長 八 木 達 史

　【当社ウェブサイト】
　　https://www.fujidk.co.jp/ir/meeting.html

　【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　　https://d.sokai.jp/6654/teiji/

第68回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第68回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認下さいますようお願い申し上げます。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）または電磁的方法（インターネット）によって議
決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、後記の「議決
権行使についてのご案内」に従い、2026年４月22日（水曜日）当社営業時間終了の時（午後５時
15分）までに議決権を行使して下さいますよう、お願い申し上げます。

　【書面（郵送）による議決権行使の場合】
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご
返送下さい。

　【インターネットによる議決権行使の場合】
　後記の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認のうえ、上記の行使期限までに議
案に対する賛否をご入力下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2026年４月23日（木曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

２．場 所 滋賀県草津市野村三丁目４－１　当社草津製作所　本館三階講堂
３．目 的 事 項
報 告 事 項 第68期（自　2025年２月１日　至　2026年１月31日）

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金処分の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
監査等委員である取締役４名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
・書面（郵送）とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネット

によるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットによって
複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。

以　上

その他本招集ご通知に関するご案内事項
・当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さい。
・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の前記の各ウェブサイトにその

旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
・書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします

が、当該書面は法令及び当社定款の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
　　①　事業報告の新株予約権等に関する事項
　　②　事業報告の業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　　③　事業報告の会社の支配に関する基本方針
　　④　計算書類の個別注記表

記
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株主各位

　従いまして、当該書面に記載している事業報告及び計算書類は、会計監査人または監査等委員
会が会計監査報告または監査報告を作成するに際して監査した事業報告及び計算書類の一部で
あります。

・当日は、最寄駅であるＪＲ草津駅と当社草津製作所間を往復する送迎バスを、ＪＲ草津駅西口
にご用意しておりますので、ご利用下さい。

・会場や開始時間の変更など、株主総会の運営について重要な変更が生じる場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（https://www.fujidk.co.jp/ir/meeting.html）にてお知らせいた
します。

・株主の皆様へのお土産は廃止しておりますので、予めご了承下さい。

－ 3 －
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スマート招集案内

https://p.sokai.jp/6654/

当社では、スマートフォン等で招集ご通知の主要なコン
テンツの閲覧や議決権行使がより簡単に行えるサービス
を導入しております。
下記のURLまたはQRコードによりアクセスいただきご
覧下さい。
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

　

第 68回
定時株主総会
招集ご通知

議決権を
行使する

全頁PDF
を見る

ページの
先頭へ

1 招集ご通知がいつでもどこでも閲覧可能
スマートフォン等から招集ご通知にアクセスいただけま
す。

2
インターネットによる議決権行使が身近に
インターネット議決権行使ウェブサイトに直接アクセス
でき、インターネットによる議決権行使がより身近にな
ります。

3
マルチデバイスに対応
株主様のウェブ閲覧環境に応じ、
スマートフォン、タブレット、
パソコンからご覧いただけます。

　

招集ご通知の主要なコンテンツが、
スマートフォン・パソコンでご覧いただけます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使して下さいますようお願い申し上
げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出下さい。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送下さい。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力下さい。

開催日時 行使期限 行使期限

2026年４月23日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2026年４月22日（水曜日）
午後５時15分到着分まで

2026年４月22日（水曜日）
午後５時15分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案に対する賛否をご記入下さい。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２、第３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入下さい。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使®」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って議案に対する賛否をご入力下さい。２

「スマート行使®」での議決権行使は１回に限
り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
パソコン向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記
載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログ
イン後、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、パソコン向け
サイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って下さい。１
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って議案に対する賛否をご入力下さい。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスして下さい。１

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力 
下さい。

３

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」を 
ご入力下さい。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」をクリック

「パスワード」を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定して下さい

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせ下さい。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
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事業の経過及びその成果、直前３事業年度の財産及び損益の状況

（自　2025年 2 月 1 日
至　2026年 1 月31日）

事　　業　　報　　告

Ⅰ．会社の現況に関する事項
１．　事業の経過及びその成果
⑴　全般的概況

　当事業年度におけるわが国経済は、個人消費や設備投資に持ち直しの動きが見られ、緩やか
な回復基調が続きましたが、国内での継続的な物価上昇や米国の通商政策による経済の下振れ
リスクが懸念されるなど、依然としてその先行きに不透明な状況が続いております。
　このような状況のもとで、当社は、国内では重電機器、一般産業、電鉄・車両業界、海外で
はアジアや中東各国を重点に営業活動を行った結果、サージアブソーバー端子台やカムスイッ
チが増加しましたが、Ｉ／Ｏターミナルや各種表示器が減少したことから、売上高は3,777百
万円（前年同期比3.8％減）となりました。
　利益面におきましては、売上高が前年同期を下回り、材料費高騰による製造原価の増加なら
びに販売費及び一般管理費が増加したことから、営業利益は248百万円（前年同期比17.7％
減）、経常利益は303百万円（前年同期比12.5％減）、当期純利益は236百万円（前年同期比
1.9％減）となりました。

－ 7 －



2026/03/25 10:03:16 / 25286799_不二電機工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

事業の経過及びその成果、直前３事業年度の財産及び損益の状況

⑵　製品分類別概況
・制御用開閉器

　補助スイッチやカムスイッチが増加したことから、売上高は1,032百万円（前年同期比
0.5％増）となりました。

・接続機器
　主力の汎用端子台やサージアブソーバー端子台が増加したことから、売上高は1,713百万
円（前年同期比6.4％増）となりました。

・表示灯・表示器
　各種表示器やＬＥＤ表示灯が減少したことから、売上高は469百万円（前年同期比6.5％
減）となりました。

・電子応用機器
　Ｉ／Ｏターミナルや表示モジュールが減少したことから、売上高は524百万円（前年同期
比26.0％減）となりました。

・その他
　電気制御機器以外の売上高は38百万円（前年同期比323.3％増）となりました。

－ 8 －
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事業の経過及びその成果、直前３事業年度の財産及び損益の状況

みなみ草津工場改修工事 37百万円
金型投資 80百万円

２．　資金調達等についての状況
⑴　資金調達

　当事業年度においては、特記すべき資金調達はありません。
⑵　設備投資

　①　当事業年度中における設備投資総額は、189百万円であります。
　②　当事業年度中における主要な設備投資は、次のとおりであります。

　なお、重要な固定資産の売却、撤去、滅失はありません。
⑶　事業の譲渡、吸収分割または新設分割

　該当事項はありません。
⑷　他の会社の事業の譲受け

　該当事項はありません。
⑸　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

　該当事項はありません。
⑹　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分

　該当事項はありません。

（単位：千円）

区 分
第 65 期 第 66 期 第 67 期 第 68 期

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
(当事業年度)

売 上 高 3,707,244 3,723,518 3,927,448 3,777,945
経 常 利 益 374,497 425,705 346,751 303,393
当 期 純 利 益 262,528 349,923 240,483 236,018
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 46円77銭 63円05銭 43円94銭 44円27銭
総 資 産 10,869,981 11,279,181 11,208,280 11,281,107
純 資 産 10,167,593 10,446,949 10,373,310 10,441,219
１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,831円24銭 1,880円31銭 1,935円09銭 2,009円71銭

３．　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益については期中平均発行済株式総数から、１株当たり純資産額については期末発行
済株式総数から、それぞれ自己株式数を控除して算出しております。
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対処すべき課題、事業内容

４．　対処すべき課題
　当社の主力である重電機器市場は、システムのデジタル化を中心とした電力ネットワークの
次世代化、再生可能エネルギーの活用や電力網のレジリエンス強化のため、広域連系系統の整
備が進んでおり、そのニーズの変化とともに、事業環境は大きく、かつ急速に変化しておりま
す。
　当社は「利益拡大への取り組み強化」、「働きがいのある職場環境の整備」、「サステナブ
ルへの取り組み推進」を経営の重点項目としております。
　事業拡大のため、当社の既存の強みを追求するとともにデジタル化、省力化・省人化に対応
した製品開発を迅速に進めていくことが必須となっております。また、新規事業への挑戦とし
て外販用の装置製作と金型製作の２つの技術を基礎に、省力化・省人化のニーズに直面する
様々な産業へ展開してまいります。
　利益拡大のためには、コスト体質の改革が課題であり、業務のスリム化、工場の効率的運
用、不良を生まない品質体制の強化によりコスト競争力を高めてまいります。また、製造原価
低減と合わせて、製品販売価格の適正化に向けた取組を進めてまいります。
　上記課題を解決するためには人材の確保・育成が不可欠であることから、「エンゲージメン
ト向上」及び「ダイバーシティ推進」によって働きがいのある職場環境を整備してまいりま
す。
　さらに世界的な課題としてのサステナブル社会実現のため、「社会インフラに安心安全を　
暮らしにやさしさを」、「環境にもやさしさを」、「人の成長を促し働きがいのある企業づく
り」をテーマに高品質・高信頼性の製品提供、障がい者の活躍支援や温室効果ガスの排出量削
減を進めてまいります。

５．　事業内容
　制御用開閉器、接続機器、表示灯・表示器、電子応用機器の製造販売
　当社の品目別主要製品群は次のとおりであります。
⑴　制御用開閉器
カムスイッチ、補助スイッチ、鉄道車両用スイッチ、押しボタン・車掌スイッチ、ドラ
ムスイッチ、遮断端子台

⑵　接続機器
端子台、高耐圧端子台、断路端子台、コンデンサ内蔵端子台、コネクタ、コネクタ端子
台、試験用端子、大電流接触子

⑶　表示灯・表示器
ＬＥＤ表示灯・集合表示灯、電磁式表示器、落下式故障表示器、鉄道車両用表示灯

⑷　電子応用機器
アナンシェータリレー、ボルテージリレー、インターフェイスユニット、テレフォンリレー
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営業所及び工場、従業員の状況、親会社及び子会社の状況、借入先及び借入額

本 社 京都市中京区御池通富小路西入る東八幡町585番地
東京オフィス 東京都港区
草津製作所 滋賀県草津市
みなみ草津工場 滋賀県草津市
新 旭 工 場 滋賀県高島市

６．　営業所及び工場ならびに従業員の状況
⑴　営業所及び工場

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

114名 ５名増 42歳５ヵ月 19年10ヵ月

⑵　従業員の状況

（注）　上記従業員数にはパートタイマー144名を含んでおりません。

７．　親会社及び子会社の状況
　該当事項はありません。

借 入 先 借 入 額
千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 50,000

株 式 会 社 京 都 銀 行 70,000

８．　借入先及び借入額
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株式に関する事項

１．　発行可能株式総数 26,676,000株

２．　発行済株式の総数 6,299,000株（うち自己株式 1,107,930株）

３．　当事業年度末の株主数 9,782名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

公 益 財 団 法 人 藤 本 奨 学 会 650 12.52
藤 本 豊 士 616 11.87
京 都 中 央 信 用 金 庫 150 2.88
株 式 会 社 京 都 銀 行 132 2.54
佐 々 木 　 嘉 　 樹 110 2.11
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 56 1.08
不 二 電 機 工 業 従 業 員 持 株 会 53 1.02
藤 本 遼 平 50 0.97
藤 本 佑 哉 46 0.90
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 46 0.90

株 式 数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。） 普通株式　4,900株 5名

Ⅱ．株式に関する事項（2026年１月31日現在）

（注）2025年12月16日付にて実施した自己株式の消却に伴い、発行済株式の総数は170,000株減少し、
6,299,000株となっております。

４．　上位10名の株主

（注）１. 持株比率は自己株式を控除して算出しております。
２. 当社は当事業年度末において自己株式1,107千株を保有しておりますが、上記「上位10名の株主」か

らは除外しております。

５．当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）１．上記は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する「譲渡制限付株
式報酬」制度に基づき交付されたものであります。

2．上記には、2026年１月28日付で辞任した取締役に対して交付された株式も含めて記載しておりま
す。
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取締役の氏名等、役員等賠償責任保険契約の内容の概要、取締役の報酬等の決定に関する方針、取締役の報酬等の総額

氏 名 地 位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

八 木 達 史 代 表 取 締 役 社 長

志 萱 章 宏 常 務 取 締 役 執行役員 技術営業部門統括
技術部長

中 清 水 　 　 　 毅 取 締 役 執行役員 経営管理部門統括
人事部長

下 村 徳 子 取 締 役 執行役員 総務部長

吉 村 良 一 取 締 役 吉村建設工業株式会社 代表取締役

藤 居 和 義 取締役（監査等委員・常勤）

佐 賀 義 史 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 檜山・佐賀法律事務所 所属

伊 原 友 己 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 弁護士知財ネット 専務理事

西 　 健 晴 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 公認会計士 税理士 西健晴事務所所長
あやめ監査法人パートナー

Ⅲ．会社役員に関する事項
１．　取締役の氏名等

（注）１. 取締役吉村良一氏及び取締役（監査等委員）佐賀義史氏、伊原友己氏、西健晴氏は社外取締役であり
ます。

２. 取締役（監査等委員）佐賀義史氏及び伊原友己氏は弁護士の資格を持ち、法務に関する相当程度の知
見を有するものであります。

３. 取締役（監査等委員）西健晴氏は公認会計士の資格を持ち、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。
取締役吉村良一氏及び取締役（監査等委員）佐賀義史氏、伊原友己氏、西健晴氏については、東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４. 監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの
情報収集及び重要な社内会議における情報共有ならびに内部監査室及び会計監査人と監査等委員会と
の十分な連携を可能とすべく、藤居和義氏を常勤の監査等委員として選定しております。

５．取締役佐々木誠仁氏は2026年１月28日付で取締役を辞任いたしました。
なお、退任時における担当は、執行役員経営企画室長兼Ｍ３エンジニアリング部長でありました。

２．役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は保険会社との間で、当社の取締役及び執行役員を被保険者とする会社法第430条の３
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取締役の氏名等、役員等賠償責任保険契約の内容の概要、取締役の報酬等の決定に関する方針、取締役の報酬等の総額

第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し、被保険者がその職務に起因して損害賠償
請求がなされたことにより、被保険者が被る損害等を補填することとしております。ただし、
被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害は補填されない等、
一定の免責事由があります。
　契約期間は１年間で、契約更新時には同内容で更新し、保険料は全額当社が負担しておりま
す。

３．　取締役の報酬等の決定に関する方針等
⑴　取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針

　当社は、コーポレート・ガバナンス体制の強化を目的として、取締役（監査等委員である取
締役を除く。）の報酬は、予め代表取締役１名と社外取締役（監査等委員である取締役を含
む。）４名で構成する指名・報酬等諮問委員会（委員長：社外取締役）で審議を経た上で、取
締役会において取締役（監査等委員である取締役を除く。）の役職及び職責に応じた報酬等に
関する基準（以下、報酬基準という。）を決定し、その報酬基準に従い、株主総会で承認され
た報酬枠の範囲内において、個人別の報酬額を決定しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、企業価値最大化に対する意欲を高め
るため、固定報酬（基本報酬及び譲渡制限付株式報酬）と業績連動報酬等（賞与）で構成して
おり、報酬基準において、固定報酬は役職、職責、世間水準及び従業員とのバランスを考慮
し、基本報酬と譲渡制限付株式報酬とに按分した金額を定めております。
　なお、基本報酬は月例定額としております。
　業績連動報酬等（賞与）は、報酬基準において、本業での利益を示す営業利益等を指標と
し、当該指標の達成率に応じて役職及び職責別に算出する基準を定めており、各事業年度にお
いて、報酬基準に従い報酬額を取締役会により決定しております。業績連動報酬等（賞与）の
支給は各事業年度につき１回としておりますが、当事業年度においては実績が営業利益（３段
階）等の所定の基準を満たさなかったため、業績連動報酬等（賞与）はございませんでした。
　固定報酬のうち、非金銭報酬等（譲渡制限付株式報酬）は、株式の直接保有を通じた株主の
皆様との一層の価値共有を進めることを目的としており、報酬基準において役職及び職責に応
じた報酬を定めております。非金銭報酬等（譲渡制限付株式報酬）の支給は各事業年度につき
１回としております。
　なお、すでに付与済みのものを除き、株式報酬型ストックオプション制度は廃止しておりま
す。
　監査等委員である取締役の報酬は、報酬基準によって、月例定額である基本報酬のみで構成
されており、監査等委員である取締役の協議により決定しております。
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取締役の氏名等、役員等賠償責任保険契約の内容の概要、取締役の報酬等の決定に関する方針、取締役の報酬等の総額

⑵　当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容が当
該決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、指名・報酬等諮問委員会が取締役会に
おいて決定した報酬基準の整合性を含め、審議・答申し、取締役会は、当該答申の内容を確認
した上で、取締役の報酬等を決定しております。そのため、取締役会は、取締役の個人別の報
酬等について、上記の取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針に沿うものであると判断し
ております。

区 分 支 給
人 数 報 酬 等 の 総 額 基 本 報 酬 非 金 銭 報 酬 等 業績連動報酬等

取締役（監査等委員
である取締役を除く）
（うち、社外取締役）

６名
（１名）

68,307千円
（3,750千円）

63,150千円
（3,750千円）

5,157千円
（　－　）

－
（　－　）

取締役（監査等委員）
（うち、社外取締役）

４名
（３名）

23,250千円
（11,250千円）

23,250千円
（11,250千円）

－
（　－　）

－
（　－　）

合 計
（うち、社外取締役）

10名
（４名）

91,557千円
（15,000千円）

86,400千円
（15,000千円）

5,157千円
（　－　）

－
（　－　）

４．　取締役の報酬等の総額等

（注）１．上記の取締役（監査等委員である取締役を除く。）には、2026年１月28日付で辞任した取締役１名
を含んでおります。

２．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与
相当額（含賞与）は含まれておりません。
上表のほか、使用人兼務取締役（３名）に対する使用人分給与相当額（含賞与）として、33,192千
円支給しており、2026年１月28日付で辞任した取締役１名の使用人分給与相当額（含賞与）を含ん
でおります。

３．取締役の報酬限度額は、2016年４月26日開催の第58回定時株主総会において、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）が年額150百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。うち、社外取締
役は20百万円以内）、監査等委員である取締役が年額30百万円以内と決議いただいております。な
お、当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は４名（うち、社外取締役
１名）、取締役（監査等委員）は４名であります。
また、この報酬限度額とは別枠で、2018年４月24日開催の第60回定時株主総会において、取締役
（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）への譲渡制限付株式報酬限度額として、年額50
百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役及
び社外取締役を除く。）は６名であります。
なお、これにより、すでに付与済みのものを除き、株式報酬型ストックオプション制度は廃止してお
ります。

４. 非金銭報酬等は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対
する譲渡制限付株式による報酬額であり、当事業年度における交付状況は、「Ⅱ．株式に関する事項
（2026年１月31日現在）５．当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の
状況」に記載しております。
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社外役員の重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 先 当 社 と の 関 係

取 締 役 吉 村 良 一 吉村建設工業株式会社
代表取締役

当社と吉村建設工業株式会社との間に
は、特別の関係はありません。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 佐 賀 義 史 檜山・佐賀法律事務所

所属
当社と檜山・佐賀法律事務所との間に
は、特別の関係はありません。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 伊 原 友 己 弁護士知財ネット

専務理事
当社と弁護士知財ネットとの間には、
特別の関係はありません。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 西 　 健 晴

公認会計士 税理士
西健晴事務所所長
あやめ監査法人
パートナー

当社と公認会計士 税理士 西健晴事務
所及びあやめ監査法人との間には、特
別の関係はありません。

５．　社外役員の重要な兼職先と当社との関係
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社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 吉 村 良 一

当事業年度開催の取締役会15回のすべて、指名・報酬等諮問
委員会５回のすべてに出席し、積極的に発言しております。
企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を活かし、取締
役会の審議・決定プロセスを監督し、取締役会に対して独立
した立場から助言を行っております。また、取締役等の人事
や報酬基準について取締役会に答申する指名・報酬等諮問委
員会の委員長として企業統治の透明性や客観性確保のための
主導的な役割を果たしております。

取 締 役
（監査等委員） 佐 賀 義 史

当事業年度開催の取締役会15回のすべて、監査等委員会12回
のうち11回、指名・報酬等諮問委員会５回のすべてに出席
し、積極的に発言しております。主に弁護士としての専門的
見地から、取締役の職務執行を監督し、監査等委員として取
締役への実効的な監査を実施しております。また、取締役等
の人事や報酬基準について取締役会に答申する指名・報酬等
諮問委員会の委員として、企業統治の透明性や客観性確保に
重要な役割を果たしております。

取 締 役
（監査等委員） 伊 原 友 己

当事業年度開催の取締役会15回のうち14回、監査等委員会12
回のうち11回、指名・報酬等諮問委員会５回のすべてに出席
し、積極的に発言しております。主に弁護士・弁理士として
知的財産等の法務に関する専門的見地から、取締役の職務執
行を監督し、監査等委員として取締役への実効的な監査を実
施しております。また、取締役等の人事や報酬基準について
取締役会に答申する指名・報酬等諮問委員会の委員として、
企業統治の透明性や客観性確保に重要な役割を果たしており
ます。

取 締 役
（監査等委員） 西 　 健 晴

当事業年度開催の取締役会15回のすべて、監査等委員会12回
のすべて、指名・報酬等諮問委員会５回のすべてに出席し、
積極的に発言しております。主に公認会計士としての専門的
見地から、取締役の職務執行を監督し、監査等委員として取
締役への実効的な監査を実施しております。また、取締役等
の人事や報酬基準について取締役会に答申する指名・報酬等
諮問委員会の委員として、企業統治の透明性や客観性確保に
重要な役割を果たしております。

６．　社外役員の主な活動状況
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会計監査人の名称、会計監査人の解任または不再任の決定の方針

支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 24,350千円

当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,550千円

Ⅳ．会計監査人に関する事項
１．　会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

２．　当事業年度に係る報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記金額は合計額を記載
しております。

２. 当社監査等委員会は、会計監査人の報酬について、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な
資料を入手し、報告を受けた上で、会計監査人の従前の活動実績及び報酬実績を確認し、当事業年度
における会計監査人の活動計画及び報酬見積りの算出根拠の適正性等について検証を行い、審議した
結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399
条第１項の同意を行っております。

３．　非監査業務の内容
当社は会計監査人に対し、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）であ
る基幹システム導入に関する助言業務を委託しております。

４．　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める項目に該当すると認めら
れる場合及び監督官庁から業務停止処分を受けた場合等、当社の監査業務に重大な支障を来た
す事案が発生した場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査等委員会で選定した監査等委員が解任後最初に招集される株主総会において、
当該解任の旨と理由を報告いたします。
　その他、会計監査人としてふさわしくないと判断される事象が認められた場合、監査等委員
会は、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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貸借対照表

（2026年１月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原 材 料
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 ､ 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
長 期 前 払 費 用
そ の 他　

6,622,840
3,791,085

9,717
322,080

1,036,555
109,793
224,393
429,830
616,355
22,389
60,638

4,658,267
2,851,635
1,283,532

3,610
117,467

6,702
77,204

1,347,479
15,638
3,000
2,775

225
1,803,630
1,593,048

713
209,869　

流 動 負 債 546,515
買 掛 金 123,004
短 期 借 入 金 120,000
未 払 金 113,337
未 払 費 用 53,328
未 払 法 人 税 等 17,189
賞 与 引 当 金 55,914
製 品 保 証 引 当 金 55,350
そ の 他 8,390

固 定 負 債 293,372
退 職 給 付 引 当 金 116,442
繰 延 税 金 負 債 160,491
そ の 他 16,439
負 債 合 計 839,888
純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,800,680
資 本 金 1,087,250
資 本 剰 余 金 1,704,240

資 本 準 備 金 1,704,240
利 益 剰 余 金 8,245,189

利 益 準 備 金 271,812
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,973,377

配 当 平 均 積 立 金 400,000
別 途 積 立 金 7,050,000
繰 越 利 益 剰 余 金 523,377

自 己 株 式 △ 1,235,999
評 価 ・ 換 算 差 額 等 631,883

その他有価証券評価差額金 631,883
新 株 予 約 権 8,656
純 資 産 合 計 10,441,219

資 産 合 計 11,281,107 負債及び純資産合計 11,281,107

貸　借　対　照　表

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 19 －



2026/03/25 10:03:16 / 25286799_不二電機工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

損益計算書

（自　2025年 2 月 1 日
至　2026年 1 月31日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,777,945
売 上 原 価 2,545,283
売 上 総 利 益 1,232,661

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 984,069
営 業 利 益 248,592

営 業 外 収 益
受 取 利 息 11,854
有 価 証 券 利 息 3,012
受 取 配 当 金 27,808
投 資 事 業 組 合 運 用 益 5,652
受 取 賃 借 料 3,882
助 成 金 収 入 1,015
為 替 差 益 1,777
そ の 他 営 業 外 収 益 1,672 56,675

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,514
支 払 手 数 料 361 1,875
経 常 利 益 303,393

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 27 27

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 303,420
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 50,364
法 人 税 等 調 整 額  17,037 67,401
当 期 純 利 益 236,018

損　益　計　算　書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自　2025年 2 月 1 日
至　2026年 1 月31日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計配 当 平 均

積 立 金 別途積立金 繰 越 利 益
剰 余 金

2025年２月１日残高 1,087,250 1,704,240 － 1,704,240 271,812 400,000 7,050,000 648,742 8,370,554 △1,246,757 9,915,286

事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △ 171,475 △ 171,475 △ 171,475

当 期 純 利 益 236,018 236,018 236,018

自 己 株 式 の 取 得 △ 184,280 △ 184,280

自 己 株 式 の 処 分 △ 357 △ 357 5,488 5,130

自 己 株 式 の 消 却 △ 189,550 △ 189,550 189,550 －
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

－

事業年度中の変動額合計 － － － － － － － △ 125,364 △ 125,364 10,758 △ 114,606

2026年１月31日残高 1,087,250 1,704,240 － 1,704,240 271,812 400,000 7,050,000 523,377 8,245,189 △1,235,999 9,800,680

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

2025年２月１日残高 449,366 8,656 10,373,310

事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △ 171,475

当 期 純 利 益 236,018

自 己 株 式 の 取 得 △ 184,280

自 己 株 式 の 処 分 5,130

自 己 株 式 の 消 却 －
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

182,516 182,516

事業年度中の変動額合計 182,516 － 67,909

2026年１月31日残高 631,883 8,656 10,441,219

株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書謄本

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 戸 脇 美 紀

独立監査人の監査報告書
2026年3月６日

不二電機工業株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
　　京　都　事　務　所　

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、不二電機工業株式会社の2025年2月1日から
2026年1月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

会計監査人の監査報告書　謄本
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会計監査人の監査報告書謄本

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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会計監査人の監査報告書謄本

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年２月１日から2026年１月31日までの第68期事業年度における取締役の職務
の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも
に、下記の方法で監査を実施いたしました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内
部監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第 
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。なお、事業報告に記
載のとおり、内部通報制度の制度設計に改善すべき点があると認められ、速やかにその改善をする
ことが望ましいと考えます。その点を除き、内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行について、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年３月９日
不 二 電 機 工 業 株 式 会 社 　 監 査 等 委 員 会
常勤監査等委員 藤 居 和 義 ㊞
監　査　等　委　員
監　査　等　委　員

佐 賀 義 史
伊 原 友 己

㊞
㊞

監　査　等　委　員 西 　 健 晴 ㊞ 　(注) 監査等委員 佐賀義史及び伊原友己及び西健晴は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する
社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告書　謄本

－ 25 －
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件
当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と認識し、経営成績の向上及び財務体質
の強化を図りつつ、企業価値向上に向けて、技術開発、人材育成、ＩＴ（情報技術）化、生産
合理化など、成長投資のための内部留保を確保した上で、目標配当性向を50％とし、長期安
定配当することを利益配分の基本方針としております。
つきましては、上記の方針及び当期の業績、経営環境を考慮し、当事業年度の期末配当を１
株当たり16円00銭といたしたいと存じます。
なお、先に１株当たり16円00銭の中間配当を実施しておりますので、年間配当金は１株当

たり32円00銭となります。

期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類

金銭といたします。
⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金16円00銭といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、83,057,120円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
2026年４月24日といたしたいと存じます。

－ 26 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
や

八
 

　
ぎ

木
 

　
さと

達
 

　
し

史
(1974年２月26日生)

    1996年    4 月 当社入社
    2016年    2 月 当社技術営業部技術部長
    2017年    2 月 当社執行役員技術営業部門統括技術営業部技術部長
    2017年    9 月 当社社長付執行役員技術営業部門統括
    2018年    4 月 当社代表取締役社長（現任） 35,000株取締役候補者とした理由

開発・製品戦略に関する豊富な知識と経験を有しており、2018年４
月より当社代表取締役社長に就任しています。
引き続き製品開発や事業戦略についての豊富な知識と経験が当社の
企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者としました。

２
し

志
 

　
がや

萱
 

　
あき

章
 

　
ひろ

宏
(1960年５月26日生)

    1983年    4 月 当社入社
    2004年    2 月 当社生産部門執行役員生産グループ部長
    2008年    2 月 当社生産統括執行役員生産グループ部長
    2008年    4 月 当社取締役上席執行役員生産統括生産グループ部長
    2009年    8 月 当社取締役技術グループ部長
    2011年    2 月 当社取締役技術営業部門統括技術営業部長
    2013年    2 月 当社取締役生産部門統括草津製造部長
    2015年    2 月 当社取締役管理部長
    2016年    2 月 当社取締役生産部門統括
    2016年    4 月 当社取締役常勤監査等委員
    2024年    4 月 当社常務取締役執行役員技術営業部門統括技術部長

（現任）

17,700株

取締役候補者とした理由
開発・製品戦略及び生産・品質管理に関する豊富な知識と経験を有
しており、2008年４月から当社取締役、2016年４月から2024年４
月まで当社監査等委員である取締役、2024年４月より当社常務取締
役を務めています。
引き続きこれらの知識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断
し、取締役候補者としました。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）５名全員が、本定

時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名の選任をお願い
いたしたいと存じます。

なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見はございません
でした。

取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 27 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
なか

中
し

清
みず

水
 

　
 

　
 

　
つよし

毅
(1974年２月10日生)

    1994年    4 月 当社入社
    2015年    2 月 当社執行役員新旭製造部長
    2017年    2 月 当社執行役員草津製造部長
    2018年    4 月 当社取締役執行役員人事部長
    2021年    2 月 当社取締役執行役員経営管理部門統括人事部長（現

任） 6,900株
取締役候補者とした理由
生産・品質管理及び人事・人材開発に関する豊富な知識と経験を有
しており、2018年４月から当社取締役を務めています。
引き続きこれらの知識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断
し、取締役候補者としました。

４
しも

下
 

　
むら

村
 

　
のり

徳
 

　
こ

子
(1974年７月２日生)

    1999年    10月 中央監査法人入所
    2003年    4 月 公認会計士登録
    2006年    2 月 中央青山監査法人退所
    2006年    7 月 当社入社
    2015年    2 月 当社執行役員総務部長
    2018年    4 月 当社取締役執行役員経営管理部門統括総務部長
    2021年    2 月 当社取締役執行役員総務部長（現任） 10,300株

取締役候補者とした理由
公認会計士としての専門知識と経験を有し、当社において経理、財
務及び内部統制構築等の業務を担い、2018年４月から当社取締役を
務めています。
引き続きこれらの知識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断
し、取締役候補者としました。

－ 28 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

５
よし

吉
 

　
むら

村
 

　
りょう

良
 

　
いち

一
(1958年10月２日生)

    1981年    4 月 株式会社錢高組入社
    1983年    9 月 吉村建設工業株式会社入社
    1983年    12月 同社取締役
    1997年    4 月 同社取締役営業部長
    2001年    8 月 同社専務取締役大阪営業所長
    2009年    6 月 同社取締役社長
    2011年    3 月 同社代表取締役（現任）
    2020年    4 月 当社社外取締役（現任）

1,000株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
企業経営者としての経験及び見識をもとに独立した立場から取締役
の職務執行を監督することにより、取締役会の機能強化に資すると
判断し、引き続き社外取締役候補者としました。
取締役会が当社の企業価値向上に資するための経営戦略の立案、経
営計画の決定を行う過程において、取締役会で適切な議論がなされ
ているかを監督し、取締役会に対し独立した立場から助言を行うこ
との他、指名・報酬等諮問委員会の委員長として取締役等の人事や
報酬決定プロセスに関し議論し、取締役会へ答申することで、企業
統治に関する透明性や客観性の確保に寄与することを期待していま
す。
なお、社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時を
もって６年となります。

（注）１. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２. 吉村良一氏は社外取締役候補者であります。
３. 吉村良一氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の再任が承

認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
なお、同氏は当社が定める独立社外取締役の選任基準を満たしております。

４. 取締役候補者の選任にあたっては、代表取締役１名と社外取締役（監査等委員である取締役を
含む。）４名で構成される「指名・報酬等諮問委員会」での審議を経て、取締役会で決定して
おります。

５．当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、取締役の職務に関し被保険者が損害賠償責任を負った場合における損害等を当該保険契約
により補填することとしております。各候補者の選任議案が承認された場合には、いずれの候
補者も当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新
時においても同内容での更新を予定しております。

－ 29 －
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監査等委員である取締役４名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
ふじ

藤
 

　
い

居
 

　
かず

和
 

　
よし

義
(1964年１月19日生)

    1986年    4 月 当社入社
    2006年    2 月 当社品質保証グループ部長
    2008年    2 月 当社品質保証担当執行役員品質保証グループ部長
    2011年    2 月 当社執行役員草津製造部長
    2013年    2 月 当社上席執行役員みなみ草津製造部長
    2015年    2 月 当社上席執行役員生産部門統括みなみ草津製造部長
    2015年    4 月 当社取締役生産部門統括みなみ草津製造部長
    2016年    2 月 当社取締役人事部長
    2016年    4 月 当社取締役経営管理部門統括人事部長
    2018年    4 月 当社常務取締役執行役員技術営業部門統括技術営業

部長
    2021年    2 月 当社常務取締役執行役員技術営業部門統括営業部長
    2022年    4 月 当社取締役執行役員技術営業部門統括営業部長
    2022年    7 月 当社取締役執行役員技術営業部門統括営業部長兼ス

マートソリューション部長
    2024年    2 月 当社取締役執行役員技術営業部門統括
    2024年    4 月 当社取締役常勤監査等委員（現任）

20,700株

取締役候補者とした理由
生産・品質管理及び営業・販売管理に関する豊富な知識と経験を有
しており、2015年４月から当社取締役、2024年４月から当社監査
等委員である取締役を務めています。引き続きこれらの知識と経験
が実効的な監査及び取締役会運営の適正性の確保に資すると判断
し、監査等委員である取締役候補者としました。

第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役４名全員が、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりま

す。つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 30 －
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監査等委員である取締役４名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２
い

伊
 

　
はら

原
 

　
とも

友
 

　
き

己
(1961年11月24日生)

    1990年    4 月 弁護士登録（京都弁護士会）
    1991年    1 月 弁理士登録
    2003年    4 月 龍谷大学法学部客員教授
    2005年    4 月 弁護士知財ネット理事

龍谷大学大学院法務研究科客員教授
    2014年    6 月 日本弁護士連合会知的財産センター委員長
    2020年    4 月 当社社外取締役監査等委員（現任）
    2023年    5 月 弁護士知財ネット専務理事（現任）

－株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
過去に社外取締役または社外監査役になること以外の方法で企業経
営に関与したことはありませんが、弁護士及び弁理士としての専門
的な知識や経験を有しており、引き続き知的財産分野をはじめとす
る法務についての知識と経験が実効的な監査及び取締役会運営の適
正性の確保に資すると判断し、監査等委員である社外取締役候補者
としました。
専門知識や経験に基づき経営全般に対し意見や提言を行うととも
に、独立した立場から取締役の職務執行を監督することの他、指
名・報酬等諮問委員会の委員として取締役等の人事や報酬基準に関
し議論し取締役会へ答申することで、企業統治の透明性や客観性の
確保に寄与することを期待しています。
なお、監査等委員である社外取締役としての在任期間は本定時株主
総会終結の時をもって６年となります。

－ 31 －
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監査等委員である取締役４名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
にし

西
 

　
 

　
 

　
たけ

健
 

　
はる

晴
(1969年９月22日生)

    1995年    4 月 株式会社ソフトクリエイター入社
    1997年    3 月 株式会社ソフトクリエイター退社
    1998年    1 月 公認会計士・税理士木田喜代江事務所（現　公認会

計士・税理士木田事務所）入所
    2004年    3 月 公認会計士・税理士木田喜代江事務所（現　公認会

計士・税理士木田事務所）退所
    2005年    12月 あずさ監査法人（現　有限責任 あずさ監査法人）入

所
    2009年    12月 公認会計士登録
    2012年    12月 有限責任 あずさ監査法人退所
    2013年    2 月 税理士登録

公認会計士 税理士 西健晴事務所所長（現任）
    2022年    6 月 あやめ監査法人パートナー(現任)
    2024年    4 月 当社社外取締役監査等委員（現任） －株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
過去に社外取締役または社外監査役になること以外の方法で企業経
営に関与したことはありませんが、公認会計士及び税理士としての
専門的な知識や経験を有しており、引き続きこれらの知識と経験が
実効的な監査及び取締役会運営の適正性の確保に資すると判断し、
監査等委員である社外取締役候補者としました。
専門知識や経験に基づき経営全般に対し意見や提言を行うととも
に、独立した立場から取締役の職務執行を監督することの他、指
名・報酬等諮問委員会の委員として取締役等の人事や報酬基準に関
し議論し取締役会へ答申することで、企業統治の透明性や客観性の
確保に寄与することを期待しています。
なお、監査等委員である社外取締役としての在任期間は本定時株主
総会終結の時をもって２年となります。

－ 32 －
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監査等委員である取締役４名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

４
※

なか

中　
がわ

川
 

　
み

み
ち

ち
こ

子
(1968年４月５日生)

    1991年    4 月 株式会社パオネットワーク入社
    2000年    3 月 株式会社パオネットワーク退社
    2005年    10月 弁護士登録（大阪弁護士会）

アクア淀屋橋法律事務所入所
    2009年    8 月 アクア淀屋橋法律事務所退所

きらり法律事務所設立
    2022年    10月 弁護士法人AZMORE国際法律事務所設立
    2025年    10月 法律事務所三ツ星入所（現任）

500株
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
過去に社外取締役または社外監査役になること以外の方法で企業経
営に関与したことはありませんが、弁護士としての専門的な知識や
経験を有しており、これらの知識と経験が実効的な監査及び取締役
会運営の適正性の確保に資すると判断し、新たに監査等委員である
社外取締役候補者としました。
専門知識や経験に基づき経営全般に対し意見や提言を行うととも
に、独立した立場から取締役の職務執行を監督することの他、指
名・報酬等諮問委員会の委員として取締役等の人事や報酬基準に関
し議論し取締役会へ答申することで、企業統治の透明性や客観性の
確保に寄与することを期待しています。

（注）１. ※印は新任社外取締役候補者であります。
２．中川みち子氏は、旧姓かつ職業上使用している氏名を上記のとおり表記しておりますが、同氏

の戸籍上の氏名は坂井みち子であります。
３．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
４．伊原友己氏、西健晴氏及び中川みち子氏は社外取締役候補者であります。
５．当社は伊原友己氏及び西健晴氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。両氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員と
して同取引所に届け出る予定であります。また、中川みち子氏は東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された場合は、当社は同氏を独立役員と
して同取引所に届け出る予定であります。なお、伊原友己氏、西健晴氏及び中川みち子氏は当
社が定める独立社外取締役の選任基準を満たしております。

６．取締役候補者の選任にあたっては、代表取締役１名と社外取締役（監査等委員である取締役を
含む。）４名で構成される「指名・報酬等諮問委員会」での審議を経て、取締役会で決定して
おります。

７．当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、取締役の職務に関し被保険者が損害賠償責任を負った場合における損害等を当該保険契約
により補填することとしております。各候補者の選任議案が承認された場合には、いずれの候
補者も当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新
時においても同内容での更新を予定しております。

以　上

－ 33 －
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スキルマトリックス

氏　名

スキル

企業
経営

開発・
製品戦略

人事・
人材開発

営業・
販売管理

生産・
品質管理

リスク
管理

法務・
コンプラ
イアンス

財務・
会計 独立性

取
締
役

︵
監
査
等
委
員
で
あ
る
取
締
役
を
除
く
︶　

八木　達史 〇 〇 〇 〇

志萱　章宏 〇 〇 〇 〇

中清水　毅 〇 〇 〇

下村　徳子 〇 〇 〇

吉村　良一 〇 〇 〇 〇

取
締
役

︵
監
査
等
委
員
︶　

藤居　和義 〇 〇 〇

伊原　友己 〇 〇 〇

西　　健晴 〇 〇 〇

中川みち子 〇 〇 〇

ご参考：本定時株主総会終結後の取締役会の体制（予定）及び期待するスキル

※各取締役に特に期待するスキルを最大４個まで記載しております。上記一覧表は、各取締役の有す
る全ての知見や経験を表すものではありません。

当社の取締役会の構成と取締役のスキルに関する方針について
１．当社は、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性を確保するため、取締
役会を弁護士、公認会計士、企業経営経験者である社外取締役と、代表取締役の他に当社の業
務に精通した社内出身の取締役で構成し、その規模については、業務執行の機動性向上及び取
締役会による監督ならびに監査等委員会による監査の実効性確保のために必要な員数とするこ
とを基本方針としております。

２．取締役のスキルについては、その専門性や経歴・経験などから評価しており、企業経営の適法
性、透明性の確保に資するスキルとともに、社会インフラに携わる企業として、開発・製品戦
略、生産・品質管理に関するスキルを重要視しております。

－ 34 －
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地図

株主総会会場ご案内図 駐車スペースがございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

スマートフォンで読み取ると、
株主総会会場までのナビゲーションが
ご利用いただけます。

この冊子は、環境に配慮
した植物油インキを使用
しています。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

草津駅
東口

西口

JR琵琶湖線

ホテルボストン
プラザ草津

クサツ●
エストピアホテル　

セブン
イレブン
●

西大路南

●
野村運動公園

近鉄百貨店
●

当社草津製作所

●

エスカレーター

ロータリー

階段

ホテルボストン●
プラザ草津　

草津駅

ＪＲ琵琶湖線　草津駅西口より徒歩約15分

滋賀県草津市野村三丁目４−１
電話：（077）562−1215

草津駅西口のエスカレーターで地上に下りて
いただいた付近におります係りの者が乗り場
をご案内いたします。

無料送迎バス運行時間
往路／午前9：00～9：50（10分間隔で運行）

復路／定時株主総会終了後、随時運行

当日は草津駅と会場間の
無料送迎バスをご用意しております。

当社草津製作所　本館三階講堂
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表紙

上記の事項につきましては、法令及び当社定款の
規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に
対 し て 交 付 す る 書 面 に は 含 ま れ て お り ま せ ん 。

第 6 ８ 回 定 時 株 主 総 会
その他の電子提供措置事項
（ 交 付 書 面 省 略 事 項 ）

新 株 予 約 権 等 に 関 す る 事 項

業 務 の 適 正 を 確 保 す る た め の 体 制
及 び 当 該 体 制 の 運 用 状 況

会 社 の 支 配 に 関 す る 基 本 方 針

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

第68期（2025年２月１日から2026年１月31日まで）
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新株予約権等に関する事項

2012年度新株予約権 2013年度新株予約権

発行決議日 2012年４月26日 2013年４月25日

新株予約権の数 ７個 ６個

新株予約権の目的となる株式の種類
と数

普通株式700株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式600株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
１株当たり790円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

１株当たり829円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額 １株当たり１円 １株当たり１円

権利行使期間 2012年５月12日から
2042年５月11日まで

2013年５月11日から
2043年５月10日まで

行使の条件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役 （ 監 査 等 委 員
及び社外取締役を除く）

新株予約権の数 ６個
目的となる株式数 600株
保有者数 １名　

新株予約権の数 ５個
目的となる株式数 500株
保有者数 １名　

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
新株予約権の数 １個
目的となる株式数 100株
保有者数 １名　

新株予約権の数 １個
目的となる株式数 100株
保有者数 １名　

新株予約権等に関する事項
１．　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付した新株予約

権の状況

－ 1 －
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新株予約権等に関する事項

2014年度新株予約権 2015年度新株予約権

発行決議日 2014年４月24日 2015年４月23日

新株予約権の数 ７個 10個

新株予約権の目的となる株式の種類
と数

普通株式700株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式1,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
１株当たり1,022円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

１株当たり1,235円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額 １株当たり１円 １株当たり１円

権利行使期間 2014年５月10日から
2044年５月 9 日まで

2015年５月 9 日から
2045年５月 8 日まで

行使の条件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役 （ 監 査 等 委 員
及び社外取締役を除く）

新株予約権の数 ６個
目的となる株式数 600株
保有者数 １名　

新株予約権の数 ６個
目的となる株式数 600株
保有者数 ３名　

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
新株予約権の数 １個
目的となる株式数 100株
保有者数 １名　

新株予約権の数 ４個
目的となる株式数 400株
保有者数 １名　

－ 2 －
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新株予約権等に関する事項

2016年度新株予約権 2017年度新株予約権

発行決議日 2016年４月26日 2017年４月26日

新株予約権の数 19個 ８個

新株予約権の目的となる株式の種類
と数

普通株式1,900株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式800株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
１株当たり1,147円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

１株当たり1,077円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額 １株当たり１円 １株当たり１円

権利行使期間 2016年５月11日から
2046年５月10日まで

2017年５月12日から
2047年５月11日まで

行使の条件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役 （ 監 査 等 委 員
及び社外取締役を除く）

新株予約権の数 ２個
目的となる株式数 200株
保有者数 ２名　

新株予約権の数 ３個
目的となる株式数 300株
保有者数 ３名　

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
新株予約権の数 17個
目的となる株式数 1,700株
保有者数 １名　

新株予約権の数 ５個
目的となる株式数 500株
保有者数 １名　

（注）新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は権利行使期間の期間内におい
て、当社の取締役、監査役、執行役員及び使用人のいずれの地位をも喪失した日の翌日から６年を経過
する日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとする。
新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、当該被相続人が死亡した日の翌日から６ヵ月を経過
する日までの間に限り、本新株予約権を一括してのみ行使することができる。
その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める
ところによる。

２．　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制等

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
当社は、会社法第399条の13第２項の規定に基づき、次のとおり「内部統制システム構築の基

本方針」を取締役会において決議しております。
・業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
１. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
⑴ 当社は、事業活動における法令、企業倫理、社内規則等の遵守を確保するため、コンプラ

イアンス規程に基づく行動基準及び行動基準ガイドラインを制定し、役員及び従業員に対
するコンプライアンス意識の周知徹底に努める。

⑵ 違反行為等の抑止、早期発見を目的に、内部通報窓口を設置し、専用メールアドレスへの
通報を受け付ける。また、社外の弁護士へ通報できる社外通報窓口を設置する。なお、通
報者には、通報したことにより不利益を被ることがないことを確保する。

⑶ コンプライアンス推進のため、法令や社内規則の遵守状況の監視や是正等を目的としたコ
ンプライアンス委員会を定期的に開催する。

⑷ 社長直轄の内部監査室を設置し、経営諸活動全般にわたる制度及び業務の遂行状況を法令
等遵守、財務報告の信頼性確保と合理性及び効率性の観点から調査を行い、内部管理体制
の強化、経営合理化、経営効率化の増進等に資することにより、会社経営の健全性を確保
する。

⑸ 社会秩序や企業の健全な活動に悪影響を及ぼす反社会的勢力及び団体等に対しては、組織
的に毅然とした姿勢でのぞみ、一切の取引を行わない。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、その職務の執行に関する以下の電磁的記録を含む文書、その他重要な情報を取

締役会規程ならびに文書管理規程等、社内規程に従い適切に保存及び管理する。
⑴ 株主総会議事録
⑵ 取締役会議事録
⑶ 取締役によるその他重要会議の議事録
⑷ 代表取締役社長を決裁者とする稟議書及び付属資料
⑸ 取締役を決定者とする決定文書及び付属資料
⑹ 会計帳簿、計算書類等財務関連文書
⑺ その他取締役の職務執行に関する重要文書

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴ 当社は、企業価値に多大な影響を及ぼすおそれのある事故・災害に関し危機管理規程を定

め、対応手順をマニュアル化し、情報の混乱や連絡ミスを防止することによって迅速かつ
適切に対応する。

⑵ 万一、事故や災害が発生した場合には、危機管理規程に基づき、直ちに危機管理委員会を
開催し、被害ならびに社会的混乱などの影響を最小化するために、予防対策ならびに事後
対策を講じる。
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４. 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制
⑴ 取締役会は、取締役会規程及び取締役基本規程に基づき、代表取締役社長及びその他取締

役に業務を執行させる。
⑵ 取締役会は、執行役員を選任し、取締役会が決定した経営の基本的な方針、計画及び戦略
に沿って取締役の業務の一部を執行させることができる。
なお、執行役員は、執行役員会規程及び執行役員規程に基づき、業務を執行する。

⑶ 取締役会から代表取締役社長、その他取締役及び執行役員に委任された事項は、組織規
程、職務分掌規程及び職務権限規程等全社規程に定められた手順に基づき、必要な決定を
行う。
なお、これら全社規程は、必要に応じ随時見直すべきものとする。

⑷ 取締役（社外取締役を除く。）、執行役員及び各部署の責任者が出席する経営会議を毎月
開催し、業務執行に関する報告や企画提案を行う。経営会議での協議をもとに執行役員会
で審議し、さらに取締役会付議基準に該当する事項については取締役会で審議する。

５. 当社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制
当社は、企業集団を構成する親会社ならびに子会社を有しておりませんので、該当事項は
ありません。

６. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
⑴ 監査等委員会の監査の実効性の向上ならびに職務の円滑化を目的に、監査等委員会の職務

を補助すべき使用人として、総務部の人員を通常業務と兼務し必要に応じて配置する。
なお、常勤監査等委員を置き、他に監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。

⑵ 前号使用人は、通常業務を行うとともに、必要に応じ監査等委員会の指示に従いその職務
を行う。

７. 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本方針において同じ。）か
らの独立性に関する事項
⑴ ６．で定める使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の任命、異動、人
事評価、懲戒等人事に関する事項の決定については、監査等委員会の同意を得るものとす
る。

⑵ ６．で定める使用人は監査等委員会に係る業務に優先して従事し、当該業務においては監
査等委員会の指示のみに従うものとする。
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８. 取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制及び当該報告をしたことを理由と
して不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制
⑴ 常勤監査等委員は、取締役会の他に経営会議や執行役員会に出席し、代表取締役社長、そ
の他取締役及び執行役員の業務執行状況の報告を受ける。また、重要な意思決定の過程及
び業務執行状況を把握するため、社内の製品企画会議等重要会議への出席も行う。

⑵ 常勤監査等委員は、奇数月開催のコンプライアンス委員会へ出席し、事業活動における法
令、企業倫理、社内規則等の遵守状況、ならびに、内部通報の有無、その対処についての
報告を受ける。

⑶ 取締役及び使用人は、監査等委員会より、稟議書等社内の重要書類の閲覧要請があれば、
直ちに関係書類及び資料等を提出する。

⑷ コンプライアンス規程により、内部通報制度を通じて監査等委員会に報告した使用人等を
当該通報したことを理由として不利益に取り扱うことを禁止する。

９. 監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行に関し、会社法第399条の２第４項の規定に基づく費用の前
払い又は償還の手続をした場合又は会計監査人・弁護士等の社外の専門家に対して相談する
場合、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を会社が負担するものと
する。

10. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
⑴ 取締役は、監査等委員会の職責、監査体制、監査基準、行動指針等を明確にした監査等委
員会監査基準を熟知するとともに、監査等委員会監査の重要性、有用性を充分認識し、ま
た、監査等委員会監査の環境整備を行う。

⑵ 監査等委員会は、監査の実効性を高めるため、内部監査室と連携する。
⑶ 監査等委員会は、効果的かつ効率的に監査を実施するため、会計監査人と情報や意見の交
換等緊密に連携する。

11. 財務報告の適正性を確保するための体制
財務報告の適正性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の基本方針」に従い、内部
統制システムを構築するとともに、そのシステムが適正に機能することを継続的に評価し、
必要な是正を行う。
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・業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
１. コンプライアンス体制

従業員及び役員に対し、コンプライアンス規程に基づく行動基準及び行動基準ガイドライ
ンに関する研修を実施し、周知と遵守状況の確認を行っております。
コンプライアンス委員会を奇数月に開催し、内部通報の有無及び法改正情報の確認、行動
基準の遵守状況の報告、その他コンプライアンスに関する課題の把握と対応策について審議
しております。
なお、コンプライアンス体制について監査等委員会による調査が実施され、その結果、監

査等委員会より内部通報制度の制度設計に改善すべき点があるとの意見を受けております。
当社は企業風土及び事業活動の健全性・透明性確保のため、速やかに改善策を講じてまいり
ます。

２. 内部監査体制
社長直轄の内部監査室により、各部署の業務遂行に関する監査、財務報告に係る内部統制
に関する監査を実施し、その結果を取締役及び監査等委員会に対して報告しております。

３. 効率的な取締役の職務執行を確保するための体制
当社は執行役員を選任し、業務執行の責任の一部を担っております。執行役員は担当する
業務執行の状況を定時の取締役会で報告しております。また、取締役会の開催に先立ち執行
役員会を開催し、各部署の責任者による業務執行に関する報告に基づき、審議すべき項目に
ついて議論を行い、情報を精査した上で取締役会に上程しております。

４. 監査等委員会監査体制
監査等委員は、取締役会、経営会議、執行役員会、コンプライアンス委員会等の重要な会
議への出席等を通じ、取締役及び執行役員等から業務執行の報告を受けるとともに、その意
思決定の過程や内容について監督を行っております。
監査等委員会は、内部監査室や会計監査人と定期的に意見交換し連携して監査を行うこと
で、効果的な監査を実施できる体制を構築しております。

５. 財務報告の適正性を確保するための体制
財務報告に係る内部統制基本規程に基づき、当社の事業に関するリスクの評価を行った上
で統制環境の整備を行い、内部統制が有効に整備及び運用されていることを各部署の自己点
検、内部監査室による監査により評価しております。評価結果は、監査等委員会及び取締役
会に報告しております。
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会社の支配に関する基本方針
当社は、現時点において買収防衛策の導入に関する基本方針を定めておりません。
このような中で、大規模買付者が現れた場合、買付者と当社との円滑なコミュニケーションを

行うこと、ならびに受領または送付した内容について速やかに情報開示を行うことができるよ
う、当社内部体制の充実に努めております。
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個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの …時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２
条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組
合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決
算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって
おります。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品・仕掛品・原材料……………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）
３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産………………………定率法
ただし、1998年４月１日以降に新規取得の建物（附属設備
を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15～50年

無形固定資産………………………定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
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５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することと
しております。

⑵　賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上することとしております。

⑷　製品保証引当金
　顧客に納品した一部製品に対して、将来の保証費用に備えるため、今後必要と見込まれる金
額を計上しております。

⑸　退職給付引当金
　従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

６．収益及び費用の計上基準
　当社は電気制御機器の製造及び販売を行っており、取扱っている製品群は、制御用開閉器、
接続機器、表示灯・表示器、電子応用機器となっております。顧客との契約に基づいて、受注
した製品を引き渡す義務を負っており、引渡し時点において顧客が当該製品に対する支配を獲
得し、履行義務が充足されると判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識しており
ます。ただし、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ
る国内販売の場合には、当該製品の出荷時に収益を認識しております。
　輸出販売については、インコタームズで定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移
転した時に履行義務が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。
　また、当社では顧客の要望に応じて新製品の開発や金型及び装置の製作・販売等も行ってお
ります。これらは顧客が検収した時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得すること
から、検収時点で収益を認識しております。
　履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により１年以内に受領して
おり、重要な金融要素は含まれておりません。
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有形固定資産
土地 7,680千円
建物 104,653千円

計 112,333千円

短期借入金 120,000千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 6,636,465千円

会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以
下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定め
る経過的な取扱いに従っております。
　なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
（製品保証引当金）

⑴　当事業年度に計上した金額　　　　　55,350千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、顧客に納品した一部の製品の不具合に関連して、将来の保証費用に備えるため、その
発生見込み額を製品保証引当金として計上しております。
　将来発生する製品の不具合対応費用は、対象となる製品の数量、製品１個当たりの不具合対応
費用、不具合により顧客側で発生する対応費用の負担金額等、合理的に見込まれる金額に基づき
算定しております。この見積りには不確実性が含まれており、前提条件の変化等により、実際の
発生額と異なる場合があり、引当金の追加計上もしくは戻入が必要となる可能性があります。

貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務
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株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普通株式 6,469千株 －千株 170千株 6,299千株

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普通株式 1,112千株 170千株 174千株 1,107千株

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2025年 4 月24日
定時株主総会 普通株式 85,698千円 16.00円 2025年 1 月31日 2025年 4 月25日

2025年 9 月2日
取締役会 普通株式 85,777千円 16.00円 2025年 7 月31日 2025年10月 1 日

決 議 ( 予 定 ) 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2026年 4 月23日
定時株主総会 普通株式 83,057千円 利益剰余金 16.00円 2026年 1 月31日 2026年 4 月24日

株主資本等変動計算書に関する注記
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式の減少は、自己株式の消却によるものであります。
２. 自己株式の種類及び総数に関する事項

（注）自己株式の増加は、自己株式の取得によるものであり、自己株式の減少は、自己株式の消却及び譲渡制限付株式報酬制
度によるものであります。

３. 剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

４. 当事業年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）に関す
る事項
普通株式　8,100株
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繰延税金資産
棚卸資産評価損 24,889千円
株式報酬費用 18,602千円
賞与引当金 17,031千円
未払事業税 4,189千円
製品保証引当金 16,859千円
退職給付引当金 36,516千円
その他 24,720千円

繰延税金資産小計 142,809千円

評価性引当額 △17,005千円

繰延税金資産合計 125,803千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △286,294千円

繰延税金負債合計 △286,294千円
繰延税金資産（△：負債）の純額 △160,491千円

繰延税金資産
法定実効税率 30.46％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.07％
住民税均等割 1.54％
税額控除 △8.54％
受取配当金等益金不算入 △0.56％
その他 △1.24％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.73％

税効果会計に関する注記
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差
異の原因となった主要な項目別の内訳

－ 13 －
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成

立したことに伴い、2027年２月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が
行われることになりました。これに伴い、2027年２月１日に開始する事業年度以降に解消が見
込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.46％か
ら31.36％に変更し計算しております。

なお、この変更による影響は軽微であります。

－ 14 －
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については短期的な預金等及び安全性の高い金融資産に限定し、資金調達
については、銀行等金融機関からの借入によっております。また、デリバティブを含む投機的
な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク、ならびに金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引相手先の契約不履行リスク）

　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており
ます。
　当社は、営業債権について不測の損害が生じないよう、与信管理要領に従い、取引相手先
ごとに期日及び残高を定期的に管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握により、不良債権の発生防止を図っております。

② 市場リスク（市場価格変動リスク）
　有価証券及び投資有価証券については、国債等安全性と流動性の高い金融商品又は業務上
の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　当社は、当該リスクを回避するため、定期的な時価等の把握などの方法により保有状況を
継続的に見直しております。

③ 流動性リスク（資金調達リスク）
　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、短期借入金について
は、主に営業取引に係る資金調達であり、金利変動のリスクに晒されております。
　当社は、営業債務等について、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しておりま
す。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 15 －
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（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額
有価証券及び投資有価証券 1,648,612 1,648,612 －

資産計 1,648,612 1,648,612 －

２．金融商品の時価等に関する事項
　2026年１月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額54,228
千円）は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電
子記録債権、売掛金、買掛金、短期借入金、未払金、未払費用、未払法人税等は短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。

－ 16 －
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区分
時価

レベル１ レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 1,087,073 － － 1,087,073
　　国債 243,735 － － 243,735
　　社債等 － 317,804 － 317,804

資産計 1,330,808 317,804 － 1,648,612

⑴　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式、国債及び社債等は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活
発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、
当社が保有している社債等は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは
認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

⑵　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
該当事項はありません。

賃貸等不動産に関する注記
　当社は、賃貸等不動産を所有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を
省略しております。
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種類 会社等の名称
又は氏名 所在地 資本金又は

出資金（千円）
議決権等の所有

（被所有割合（％））

主要株主 藤本　豊士 － － （被所有）14.21
（注１）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

－ 自己株式の取得
（注２） 184,280 － －

関連当事者との取引に関する注記
　関連当事者との取引

（注１）議決権等の被所有割合は、自己株式取得後のものであります。
（注２）自己株式の取得は、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により取

得しており、取引価格は2025年12月２日の終値によるものです。

－ 18 －



2026/03/25 10:04:05 / 25286803_不二電機工業株式会社_招集通知

個別注記表

【財又はサービスの種類】
制御用開閉器 1,032,491
接続機器 1,713,212
表示灯・表示器 469,277
電子応用機器 524,891
その他 38,072
顧客との契約から生じる収益 3,777,945
その他の収益 －
外部顧客への売上高 3,777,945

１株当たり純資産額 2,009円71銭
１株当たり当期純利益 44円27銭

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については「個別注記表 重要な
会計方針に係る事項に関する注記６．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　契約資産及び契約負債の残高等

該当事項はありません。
⑵　残存履行義務に配分した取引価格

当初に予想される契約期間が1年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、残
存履行義務に関する情報の記載を省略しています。

１株当たり情報に関する注記
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退職給付引当金の期首残高
退職給付費用

119,214千円
36,739千円

退職給付の支払額
制度への拠出額

△23,197千円
△16,313千円

退職給付引当金の期末残高 116,442千円

積立型制度の退職給付債務
年金資産

370,790千円
△254,348千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 116,442千円
退職給付引当金
貸借対照表に計上された負債と資産の純額

116,442千円
116,442千円

簡便法で計算した退職給付費用 36,739千円

退職給付会計に関する注記
１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金制度及び中小企業退職金共済制度を
採用しております。

また、確定拠出年金制度を採用しております。
退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．確定拠出制度
確定拠出制度への要拠出額は4,900千円であります。

３．簡便法を適用した確定給付制度
⑴　簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

⑵　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

⑶　退職給付費用

－ 20 －


